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大規模地震が発生するときには，同時多発的な火災を伴う場合が多い．地震による建物の倒壊，津波に

よる浸水などと共に，火災によるリスクについて自治体や住民などが正しく理解し，火災発生時の住民に

よる初期消火や避難行動，消防による対応，また防災まちづくりなどに役立たせることが重要である． 

地震火災リスクの評価に延焼解析を用いることが考えられるが，大規模な領域を一括して解析するのは，

コンピュータのメモリや計算時間の関係で限界がある． 

本研究では，電子住宅地図を利用して延焼解析を行う方法において，解析対象領域をブロックに分割し，

それぞれのブロックの延焼解析結果を統合する方法を提案し，地震火災のリスク評価に応用した結果を示

す．  
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1． はじめに 

 

大規模地震が発生するときには，火気器具・電熱

器具からの出火や，電気機器・配線からの出火など

によって火災を伴う場合が多い．そのような地震火

災は多くの場合，同時多発的に特殊な状況下で発生

するため，通常起こる火災時のように効率的な消火

作業が行われることは期待できない．したがって，

地域の耐火安全性を検討しておくことは重要である．

また，検討結果を地域住民に公表することは地震火

災に対する危機意識の啓発にも役立つ． 

内閣府中央防災会議は，南海トラフの巨大地震の

被害想定の中で，地域ごとの焼失棟数を予想してい

る1)．被害想定には，延焼クラスターに基づく加藤

らの方法2)を用いている．延焼クラスターとは，風

速・風向および建物構造から延焼限界距離を求め，

この距離内に連担する建物群を一体的に延焼する可

能性がある塊とみなしたものである．この延焼クラ

スターと1棟あたりの火災発生確率などから，対象

地域における焼失棟数の期待値を算定している． 

しかし，建物の密度や配置によって延焼に要する

時間は異なるため，最終的な焼失棟数のみで地域の

地震火災に対するリスクを評価することは必ずしも

十分ではなく，延焼動態を考慮した評価も必要と考

えられる．辻原ら3)は，対象領域におけるすべての

建物を火元とした延焼解析を行い，延焼到達時間に

基づいて地震火災危険度の評価法を提案している． 

延焼解析についてはさまざまな研究がなされてい

る．地震時火災による延焼解析の研究は，延焼モデ

ル構築の研究と，それの市街地への適用法に関する

研究に分けられる． 

延焼モデルの構築については，棟内および棟間の

延焼速度式を，物理的な根拠や市街地火災の被害調

査に基づいて展開する研究などが行われている．延

焼速度式として従来，浜田式 4）が用いられてきた．

この式はもともと純木造家屋への適応を基本とした

ものであるが，その後，防火木造や耐火造の延焼速

度式も提案されている．また，1995 年の阪神・淡

路大震災の後，東京消防庁より新たな延焼速度式

（東消式 97）5)が提案された．この式は，阪神・淡

路大震災で同時多発した市街地火災の調査・検討よ

り，建物の全半壊等による影響を考慮した延焼速度

式である．さらに，地震被害を受けた準耐火・耐火

造建物の延焼性状に関する検討が加えられ，新たな

延焼速度式（東消式 2001）6)が構築されている． 

一方，延焼モデルの市街地への適用については，

従来より市街地のマクロ的な情報（建ぺい率，建物

構造比率等）から，メッシュ単位で延焼拡大をシミ

（62） 
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ュレートすることはなされてきた．近年のGISの発

展や延焼速度式の提案等によって，1棟ごとの延焼

拡大の状況のミクロ的なシミュレーションも行われ

るようになった5,7,8,9)．また，辻原らは電子住宅地図

を用いた簡便なデータ作成サブシステムを組み込ん

だ延焼シミュレーションシステムを提案し，延焼解

析に最短経路探索を導入することで，延焼経路も含

めて延焼動態をシステムの中で計算することを実現

している10,11)．さらに，辻原らは離散事象のモデル

化の方法の一つであるペトリネットで市街地をモデ

ル化し，地震時火災の延焼を簡便にかつ，同時多発

火災にも対応できるシステムを構築した12,13)．  

このような市街地における1棟ごとの延焼解析に

おいて，大規模な領域を一括して解析するのは，

コンピュータのメモリや計算時間の関係で限界が

ある．そこで，対象領域をいくつのブロックに分

割して計算することになる．このとき問題になる 

のが，隣接するブロックからの延焼であり，例え

ば地震火災のリスク評価に適用する場合，これを

無視するとリスクを過小評価してしまう． 

本研究では，電子住宅地図を利用して地震火災

延焼解析を行う方法12)において，解析対象領域を

ブロックに分割し，それぞれのブロックの延焼解

析結果を統合する方法を提案し，地震火災のリス

ク評価に応用した結果を示す．  

 

 

２．ブロック間の影響を考慮した 延焼解析法 

 

図-1 に示す 2 つの計算ブロックからなる建物群

において，それぞれのブロック内については延焼解

析が行われており，すべての建物を火元としたとき

の他のすべての建物への延焼到達時間が求められて

いることとする．いま，ブロックb の建物 j からブ

ロック a の建物 i への延焼を考えたとき，図-2 に示

すように j ～ r → s ～ i ， j ～ u → z ～ i と j ～ v

→ z ～ i の 3 ルートが考えられる．図において例え

ば ( , , , )T b b j r は，ブロックb の建物 j から同ブロ

ック b の建物 r への延焼到達時間を表している．

( , , , )T b b j r ， ( , , , )T b b j u ， ( , , , )T b b j v ， ( ,T a  

, , )a s i および ( , , , )T a a z i はブロック内の延焼到達

時間であり，予め求められているため，ブロック間

( , , , )T b a r s および ( , , , )T b a u z を別途与えること

で，ブロックを跨ぐ延焼の到達時間を求めることが

できる．この場合は，3 つの延焼ルートのうち，延

焼到達時間が最短のもの採用することになる． 

このような考え方で求められるブロックb の建物

j からブロック a の建物 i への延焼到達時間

( , , , )T b a j i は次式で表される． 

 

( , , , ) ( ( , , , ) ( , , , ) ( , , , ),

( , , , ) ( , , , ) ( , , , ),

( , , , ) ( , , , ) ( , , , ))

T b a j i Min T b b j r T a a s i T b a r s

T b b j u T a a z i T b a u z

T b b j v T a a z i T b a v z

  

 

 

 

(1) 

ここに，Min(・,・，・，…)は括弧内の数値の最

小値を表す． 

 

 

３．地震火災リスクの評価式 

 

本研究では，延焼所要時間の時間枠ごとに重みを

付け，次式を地震火災リスクの評価式として用いる

こととする 3)． 
 

  
 


n

j

s

k

originrisk kijjPkWiP
1 1

),,()()()(        (2) 

 

ここに， 

)(iPrisk
 ：建物 i の地震火災の危険度 [%] 

n ：建物の総数 

)(kW ：延焼に要する時間枠 k に対する重み係数

s ：延焼に要する時間枠の総数 

図-2 ブロック bから aへの延焼 

図-1 計算ブロック内の建物配置と延焼ルートの延焼時間 
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)( jPorigin
：建物 j の出火率[%] 

),,( kij ：建物 j を火元として，建物 i への延焼に

要する時間が時間枠 k に含まれる場合は

1.0，含まれない場合は 0.0とする係数 

時間枠とは，火災発生から対象とする建物への延焼

到達までの時間帯を表し，例えば，0～1 時間，1～

2 時間，･･･， 2s ～ 1s 時間， 1s 時間以上とい

ったものである． )(kW ， sk ,,2,1  の値を順に小

さくすることで，延焼に要する時間を考慮したリス

クの評価値が得られる． )(kW の値の合計は 1.0 と

なるように設定する．  

 

 

４．電子住宅地図を利用した延焼解析と地震

火災リスク評価への応用 

 

 延焼解析は，ペトリネットによる方法 12)によっ

た．電子住宅地図としてゼンリンの ZMAP-TOWN

Ⅱ，地図表示エンジンとしてカーネルの ActiveMap 

is を用いている．例として，図-3 に示すブロック 1

と 2 を合わせた領域を対象とした計算について以下

に示す． 

図-3 のブロック 3 はブロック 1 と 2 の境界部分

の領域で，ブロック間で直接延焼する可能性がある

建物を含むように適当に範囲指定する． 

ブロック 1 と 2 については，それぞれの範囲内で

延焼解析が行われているものとする．その過程で作

成されるデータとして，ブロック内で 1 から通し番

号で自動的に割り振られる建物番号，建物種別，レ

ベル，階数，家枠頂点数とその番号およびリンクコ

ードがあり，これらは建物属性ファイルとして保存

される．リンクコードとは，建物ごとに予め割り振

られている固有のコードである．ブロック 3 につい

ても，同様に建物属性ファイルが作成され，同時に

棟内および棟間の家枠頂点間の延焼に要する時間

（アークの重み）が保存されたファイルも作成され

る．これらのファイルを参照することで，図-4 に

示すように，ブロック 1 と 2 で直接延焼する建物間

の所要延焼時間が得られる．同じ建物の組み合わせ

であっても，火元側と延焼先が逆になれば，風向な

どの違いから建物間の延焼に要する時間は異なるた

め，それぞれ求められる． 

このようにして得られたブロックを跨いで直接延

焼する建物間の延焼所要時間と，ブロック 1 と 2 に

図-3 住宅地図におけるブロック分割 

     図-4 住宅地図を利用した統合ブロックの建物間延焼到達時間の計算方法 
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おけるそれぞれのブロック内の建物間延焼到達時間

から，前述の方法によって，統合したブロックにお

ける建物間延焼到達時間を求めることができる． 

図-5 は地震火災リスクの評価結果である．建物

はすべて木造 2 階建て，震度 6 強，西からの風 4m

の条件で計算している．図には，比較のためブロッ

ク間の延焼を考慮しなかった場合とブロックに分割

せず一括して計算した場合の結果も示している．ブ

ロック間の延焼を考慮しなかった場合は，リスクを

低く評価していることがわかる．また，本研究で提

案した手法を用いることで，ブロックに分割せず一

括解析した方法とほぼ同じ結果が得られていること

がわかる． 

 

  

５． まとめ 

 

本研究では，広い領域を対象に建物1棟ごとの延

焼解析を行う際に，領域をブロックに分割し，ブロ

ック内の延焼解析の結果を統合する方法を提案した． 

また，提案手法を地震火災リスクの評価の問題に

適用し，妥当な結果が得られることを示すことがで

きた．  
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